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農業の価値を社会全体で考えるために 
         
        

善林 薫 （ぜんばやし かおる） 

農研機構・中央農業総合研究センター・所長 

 

 

 

 

 農業経営研究に携わる皆さんは、これまで生産

性の向上や経営の持続性確保、担い手の育成・確

保などを主要な研究課題として取り組んでこら

れました。農研機構の第６期中長期計画において

も、上記を柱とした農業経営研究課題を設定し進

めていくこととしています。 
一方、今年就任された農研機構の千葉一裕理事

長は、折に触れて「自然資本の価値を可視化する

ことの重要性」を語られており、私たちはもう一

歩視野を広げ、このことについて考える時期に来

ているのではないか、とも感じています。 
農業や農村が衰退することで失われるのは、農

産物の生産だけではありません。農地や水路、た

め池、里山などの地域資源が維持されなくなるこ

とで、生物多様性の保全や景観形成、水源涵養、

防災・減災といった多面的な機能も弱まる可能性

があります。こうした機能は近年、「自然資本」

あるいは「生態系サービス」と呼ばれており、そ

の価値を定量化し、クレジットや補助金として取

引する市場が拡大しています。ただその規模はま

だ小さく、社会に十分認識されているとは言えま

せん。 
しかし近年、こうした地域の機能低下を国民が

身近な問題として感じる機会が増えているよう

にも思います。その一例がクマによる人身被害や

市街地への出没問題です。その背景には気候変動

や野生動物の生息環境の変化など様々な要因が

ありますが、人口減少や高齢化に伴う農地管理力

の低下や耕作放棄地の増加により、人と野生動物

との緩衝帯として機能していた農村空間の管理

機能が弱まっていることも指摘されています。 
これまで農村地域は、農業生産を行うだけでな

く、人と自然との間を適切に調整する役割も担っ

てきました。しかし、その役割はあまりにも当た

り前であったため、多くの人々に意識されること

はありませんでした。ところが、その機能が失わ

れ始めた今になって、都市部に暮らす人々もその

重要性を実感し始めているのではないかと思わ

れます。 
私は、こうした状況のなかで社会科学系の研究

者が果たすべき役割はこれまで以上に大きくな

っていると考えています。自然科学分野では、生

態系や環境機能について多くの成果が蓄積され

てきましたが、それらが社会にどのような便益を

もたらしているのか、その価値を維持するために

はどのような仕組みや費用負担が必要なのか、そ

して誰が受益し、誰が支えているのかを明らかに

することは、農業経済学や農業経営学を含む社会

科学分野の重要な使命ではないでしょうか。 
地域農業が維持している自然資本の価値を定

量的に評価し、その成果を国民に分かりやすく伝

えていくことは、単なる学術的関心にとどまりま

せん。それは、今後の農業政策や地域政策を支え

る社会的な理解や合意形成の基盤になるはずで

す。 
農研機構においても、地域の生産性向上や担い

手確保に資する研究に加え、今後は、農業・農村

が有する、「自然資本として社会全体にもたらし

ている価値」を見える化し社会に発信していくこ

とが求められると考えています。また、こうした

研究が地域農業への理解と支援の輪を広げる一

助となり、それが厳しい状況にある日本の農業全

体の維持・発展につながることを期待しています。 
 

巻頭言
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中山間地の有機茶園を守る方法はあるか？ 

―平坦地と中山間地の生産・流通・販売分析からのアプローチ― 

 

 中山間地での有機茶栽培は、平坦地に比べて、生産効率や出荷量の面で不利な条件下にあります。

有機茶生産組合へのヒアリング調査を実施したところ、中山間地の有機茶園では生産組合・茶商・輸

出業者が連携することで、新たな流通・販売経路を確保していることが明らかになりました。 

 

中丸 京子 （なかまる きょうこ） 

農研機構・中日本農業研究センター・経営支援研究部・次世代経営体育成グループ・研究員 

東京都生まれ 東京農業大学 博士（農学） 

専門分野は農業経済学、農村社会学 

 
 

はじめに 
 日本茶の輸出量は年々拡大傾向にあり、輸出先

国によっては有機茶への関心が高まっています。

実際に、有機 JAS の同等性 1)を利用した有機茶の

輸出量は、2010 年の 37 t から 2022 年には 1,342t
へと急増しており、海外需要の高まりがうかがえ

ます。有機茶の需要拡大に伴い、機械化を進めや

すい鹿児島県などの平坦な産地では、有機茶の生

産面積が増加しています。一方、有機 JAS 認証

制度が導入される以前から無農薬栽培に取り組

んできた静岡県などの産地は、中山間地で傾斜地

が多く、規模拡大や作業の効率化が難しい現状に

あります。 
 中山間地に位置する有機茶園は、土砂崩れや地

滑りの防止などの多面的機能を発揮するだけで

なく、希少種や在来茶等の種の保全にも貢献して

います。中山間地の有機茶園の存続は、多様な茶

種の維持に加え、多様な茶葉を使用した豊富な商

品バリエーションの展開にも寄与しています。そ

こで、中山間地における茶園の存続方策を明らか

にするため、平坦地か中山間地かという生産立地

に注目しながら、有機茶の生産・流通・販売に関

する事例調査を 2023 年 7 月〜8 月に実施しまし

た。 
 

調査対象と手法 

 調査対象には、平坦地の事例として鹿児島県内

の 2 つの有機茶生産組合を、中山間地の事例とし

て静岡県内の 2 つの有機茶生産組合を取り上げ

ました。それぞれの事例に対し、1〜2 時間のヒ

アリング調査を実施しました。主な調査項目は、

基本的な経営概況に加え、①立地条件、②立地の

優位性、③荒茶 2)の生産量、④主な取引先、⑤取

引の特徴、⑥主な販売先の 6 つを設定しました。 
 表 1 は調査対象の経営概況を示しています。平

坦地の A 組合、B 組合は、それぞれ約 29ha、約

36ha の有機茶栽培面積を有しており、一番茶の

荒茶生産量は約 30t、約 40t でした。一方、中山

間地に位置する C 組合、D 組合は、それぞれ約

17ha、約 10ha の有機茶栽培面積を有しており、

一番茶の荒茶生産量は約 16t、約 15t でした。茶

葉の刈取方法について、平坦地では乗用摘採機を

用いて効率的に作業を実施していました。一方の

中山間地の刈取りでは、乗用摘採機と乗用摘採機

が使用できない斜面等にも対応できる可搬摘採

機を併用していました。 
 

表 1 調査対象の経営概況 

A組合 B組合 C組合 D組合

立地条件

立地の優位性

耕地面積 約29ha 約36ha 約17ha 約10ha

組合員数 7名 12名 25名 13名

刈取方法 乗用摘採 乗用摘採
乗用摘採と

可搬摘採併用

乗用摘採と

可搬摘採併用

荒茶生産量

（一番茶）
約30t 約40t 約16t 約15t

注：2023年7月〜8月に実施した調査結果を元に筆者作成。

平坦地 中山間地

温暖で茶の生育が良い 冷涼で害虫が出にくい

成果紹介
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主な分析結果 

表 2 は調査結果の概要です。平坦地では、茶商

や生協等の大量需要を主とした取引先としつつ、

自販や県内の少量需要にも対応するなど、複数の

販路を維持する体制を確立していました。一方の

中山間地では、生産組合同士が輸出を目指した荒

茶生産を実施し、流通面で茶商・輸出業者が連携

することで、平坦地に比べ少量ながらも輸出向け

の安定供給が可能な体制を構築していました。中

山間地では、個々の生産組合だけでは輸出に十分

な量の確保が困難な場合があります。しかし C
組合と D 組合のように、複数の生産組合・茶商・

輸出業者が連携した「組合・茶商・輸出業者連携

型」の体制をとることで、産地を越えた流通量の

確保と、新たな輸出経路の開拓が可能になります。 
茶の生産・流通・販売の発展を考える際には、

立地の特徴に配慮しながら、競合関係にあるステ

ークホルダーとの協力を含め検討することで、新

たな打開策が生まれる可能性があることが示さ

れました。これは、中山間地の有機茶園が平坦地

とは異なる方法で販路を確保するための一方策

と考えられるでしょう。 
 

まとめ 

規模を拡大しても平坦地ほど生産コストを下

げにくい中山間地の有機茶園においては、生産組

合・茶商・輸出業者が連携する「組合・茶商・輸

出業者連携型」をとることで、大規模産地とは異

なる新たな流通・販売経路を確保していることが

明らかになりました（図）。 
中山間地の茶園が、平坦地と同等の規模拡大や

大量出荷に対応することは容易ではありません。

中山間地の有機茶園の維持には、平坦地の大規模

農業とは異なる経営・流通・販売アプローチが求

められています。家族経営や集落単位の努力だけ

でなく、他集落の組合、茶商、輸出業者等が連携

し、まとまった流通量と販路を確保することで、

さらなる経営発展の契機となり得るでしょう。 
普及指導や行政支援においては、有機茶の栽培

技術支援に加え、産地内外の関係者を結びつける

流通・販売面の支援が求められます。具体策とし

ては、中山間地の組合や茶商が協力しやすい場や

きっかけづくり、小規模の輸出業者とのマッチン

グ機会の創出などが挙げられます。 

表 2 有機茶の生産・流通・販売 

A組合 B組合 C組合 D組合

事例地

主な

取引先
茶商

茶商, 生協,

市内小売
県内茶商 県内茶商

主な

販路

茶商経由輸

出,自販

茶商経由輸

出,県内小

売,生協,自

販

茶商経由輸

出,自販

茶商経由輸

出,自販

取引

の

特徴

大ロット

大ロット,

契約栽培,

小売との連携

注：2023年7月〜8月に実施した調査結果を元に筆者作成。

鹿児島県 静岡県

小ロット,

共同範囲を拡大した生産

から輸出体制を確立

平坦地 中山間地

 
 

図 有機茶の生産・流通・販売 

注：調査結果を元に筆者作成。 

 

1) 日本の有機 JASと相手国の有機認証を互いに同等と認

め合う仕組みのこと。 

2) 茶畑で摘み取られた生葉（なまは）を、加熱、揉む、

乾燥させる一次加工品だけを施したお茶のこと。 

 

＊本稿の詳細は、中丸京子・森嶋輝也「立地別に見る有

機茶の生産・流通・販売に関する一考察 −中山間地の有

機茶園の生存方策の検討−」フードシステム研究、31 巻 4

号、pp.247-252 を参照。 

https://doi.org/10.5874/jfsr.24.31.4_11
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酒造会社における有機日本酒の生産と販売の現段階 

－製品差別化と地域環境保全を両立する戦略と課題－ 

 

 JAS法改正により有機JASマークの表示が可能となった有機日本酒を生産する酒造会社へのヒアリン

グ調査を行いました。その結果、有機原料米の調達は直接契約や自社栽培に限られ、高い調達コスト

が生じること、有機日本酒は輸出販売の割合が高いことなどが明らかになりました。 
 

大學 寛和 （だいがく ひろかず） 

農研機構・中日本農業研究センター・経営支援研究部・研究員 

大阪府生まれ 筑波大学大学院博士後期課程修了 博士（農学） 

専門分野は農業経済学、農業経営学、観光学 

 

 

 

はじめに 
 国内の清酒出荷量が減少傾向にある中、これま

で中小規模の酒造会社は純米、吟醸、本醸造とい

った特定名称酒の生産などによる高付加価値

化・差別化戦略をとってきました。しかし、近年

はその成長にも限界が見え始めています。こうし

た中、2022 年 10 月に JAS 法が改正され、これま

で規格外であった有機酒類についても、他の有機

食品と同様に有機 JAS マークの表示が可能とな

りました。 
本研究では、有機日本酒が酒造会社に何をもた

らすのか、どのように原料調達や販売を行ってい

るのか、その実態と課題を明らかにするため、有

機日本酒を製造する 4 つの酒造会社を対象にヒ

アリング調査を実施しました。 
 

有機日本酒生産を始めた経緯 

 調査対象とした酒造会社の概要は表 1 の通り

です。対象の酒造会社が有機日本酒の生産を始め

た共通の背景には、自社ブランドの製品差別化や

競争力強化の必要性があります。しかし、取り組

みの展開過程を確認すると、単なる市場での生き

残り戦略にとどまらず、消費者の安心感の醸成や

地域性を活かした酒造り、地域の自然環境や農業

の保全までを強く意識されていることがわかり

ました。有機日本酒は、自社の取り組みを国内外

にアピールするツールとして位置づけられてい

ます。 
 
原料米の調達実態 

日本酒で有機 JAS 認証を取得するためには、

原料もまた原則として有機米である必要があり

ます。調査の結果、慣行栽培の酒造好適米が酒造

組合や米穀卸業者を通じて調達されるのに対し、

有機原料米の調達は、農家との直接契約または自

社栽培に限られており、有機日本酒の生産におい

て最も高いハードルとなるのが原料米の調達で

あることが明らかになりました。 
農家と直接契約を結ぶ場合、酒造会社は長期

的・継続的な取引を前提とし、収穫された有機米

を全量買い取るなどの対応をとっています。また、

その取引単価は表 2 に示す通り、同一品種の慣行

米と比較して 1.2 倍から 2 倍程度と高く設定され

ています。これは、希少性の高い有機原料米を確

保するための取り組みではありますが、その背景

には、酒造会社が追加的なコストやリスクを負担

してでも、原料米生産とそれを支える地域農業の

持続性を高めるための、いわば「自然資本に対す

る投資」を行う姿勢があるといえます。 
 
有機日本酒の販売実態 

成果紹介
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現在、各酒造会社の清酒売上高に占める有機日

本酒の割合は 3〜10%程度にとどまっており、大

幅な増産は予定されていません。しかし、有機日

本酒への取り組みがきっかけとなって新たな取

引先が開拓されるなどの波及効果が確認されま

した。 
また、その他の日本酒の販路構成と比較して、

有機日本酒は輸出割合が高い傾向にありました。

具体的な輸出相手としては、香港、台湾、シンガ

ポール、北米、EU、中東諸国などであり、今後、

欧米圏など有機食品市場が成熟している地域で

の需要の拡大が期待されます。2025 年 10 月から

は日本酒全体の輸出数量の約 3 割を占めるアメ

リカについても、両国間の有機認証制度を互いに

同等であると認め合う有機酒類の有機同等性が

承認されました。これにより、有機 JAS 認証を

取得し必要な証明書を準備するだけで、有機日本

酒として輸出販売が可能になりました。 
 
まとめ 

 有機日本酒の生産は、原料米調達の難しさやコ

ストの面から急速な増産は困難です。しかし、い

ずれの酒造会社も有機日本酒を通じて、製品差別

化と地域農業・自然環境の保全を同時に目指して

おり、今後も市況を見極めながら生産を拡大して

いく意向を持っています。さらに、有機日本酒の

取り組み自体が実需者の関心を引き、他の自社製

品の販売力強化に繋がるといった相乗効果も生

まれています。 
 今後、有機日本酒の生産を安定的に発展させる

ためには、有機酒造好適米の生産農家とのマッチ

ング支援や、契約農家間の情報交換を通じた栽培

技術の向上による原料米の安定調達が不可欠で

す。加えて、精米を外部委託する際、有機 JAS
認証を持つ事業者の選択肢が限られるといった

生産工程の課題解決も求められます。 
 販売面では、前述したアメリカでの有機同等性

承認に加え、2024 年 12 月に伝統的酒造りがユネ

スコ無形文化遺産に登録されたことが輸出拡大

への大きな追い風となります。今後は、海外市場

での展開強化とともに、徐々に拡大傾向にある国

内の有機食品市場において、消費者の認知度をい

かに向上させていくかが、有機日本酒の持続的な

発展に向けた鍵となるでしょう。 
 
＊本稿の詳細は、大學寛和・澁谷仁詩「酒造会社におけ

る有機日本酒の生産と販売の現段階」農業経済研究、第

97 巻第 3 号、pp.235-240 を参照。 

 

表 1 調査対象の酒造会社の概要 

 酒造 A 酒造 B 酒造 C 酒造 D 
本社所在地 関東地方 近畿地方 中国地方 中国地方 
役員数 3 人 3 人 3 人 5 人 
従業員数 21 人 12 人 12 人 40 人 

年間清酒売上高 3.0 億円 1.9 億円 1.7 億円 3.0 億円 
年間清酒生産量 180kl 104kl 144kl 150kl 
有機 JAS 取得年 2022 年（2005 年） 2024 年 2022 年（2007 年） 2023 年（2005 年） 
有機酒売上高 3,000 万円 1,250 万円 500 万円 2,200 万円 

注 1）各種売上・生産データは、酒造 A・B・C が 2022 酒造年度、酒造 D が 2023 酒造年度のもの。 

注 2）「有機 JAS 取得年」は有機酒類認証を取得した年、括弧内は有機加工食品認証を獲得した年を示している。 

注 3）「有機酒売上高」について、酒造 B・D は予測値である。 

 

 
表 2 酒造好適米の取引価格（単位：円/60kg） 

 慣行米 有機米 
山田錦 20,500~24,000 28,000~39,000 

五百万石 15,000~15,500 30,000~31,200 
注 1）2023 年時点のデータ 

注 2）調査対象の全酒造の取引単価位の範囲を示して

いる。 

https://doi.org/10.11472/nokei.97.235
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下水汚泥肥料を用いた農産物に対する消費者の価格評価 
 
 農産物の生産に用いた肥料の種類と消費者の価格評価の関係を分析した結果、下水汚泥肥料は他の

肥料に比べて評価が低いことが分かりました。ただし、消費者の肥料に関する知識レベルによって評

価は異なることから、適切な情報提供によって消費者の理解を深めることが重要と考えられます。 
 

森嶋 輝也 （もりしま てるや） 

農研機構・北海道農業研究センター・研究推進部・スマート農業コーディネーター 

大阪府生まれ 大阪大学大学院博士前期課程修了 博士（農学） 

専門分野はフードシステム論 

 
 
国内肥料資源の利用拡大に向けて 
 化学肥料原料の多くを海外に依存しているわ

が国では、窒素やリン酸に富む下水汚泥の活用を

通じて国内で安定的に資源を確保することは、き

わめて重要です。しかし、現在のところ下水汚泥

の利用は埋め立てや建設資材に回されることが

多く、肥料や土壌改良剤として農地や緑地に還元

する緑農地利用は 14％程度に留まっています。 

  この下水汚泥資源の利用拡大による肥料の国

産化・安定供給に向けた取り組みに際しては、農

業者・消費者理解の増進による需要拡大が必要と

されています。これは下水汚泥資源の肥料利用に

おいて、重金属等も含めた下水道へのネガティ

ブ・イメージが課題と考えられているためです。

ただし、消費者の下水汚泥肥料に対する理解とイ

メージの実態や需要拡大の可能性については、具

体的に把握されているわけではありません。そこ

で、本研究では、下水汚泥肥料に対する消費者の

評価が、農産物の購買時に及ぼす影響をアンケー

ト調査にもとづき分析しました。 
 

方法 -アンケートデータを PSM で分析- 
 下水汚泥肥料を利用した農産物に対する消費

者の評価を調べるため、2024 年 12 月にアンケー

トを行い、1,031 名に回答してもらいました。そ

して、このアンケート結果を分析する方法として

価 格 感 度 測 定 法 (PSM ： Price Sensitivity 
Measurement)を用いました。一般に、商品やサー

ビスは、高すぎると消費者に受け入れてもらえ

ず、また安すぎても品質への疑いから購買に至ら

ないことがあります。そこで PSM では「高い」

「安い」に加えて、「高すぎる」「安すぎる」と

感じる価格を消費者に問い、それぞれについて相

対累積度数にもとづく分布曲線を描きます。そし

て、それらの交点から求める価格を評価指標とし

ます。本研究では上限・下限価格とその間の受容

価格帯など消費者の評価構造を詳細に把握する

ことが可能なロジット型の価格感度測定法を用

いました。 

 

結果と考察 
 消費者の下水汚泥肥料に対する評価は低い 
 下水汚泥肥料を利用した農産物として、じゃが

いもを例に用いました。消費者アンケートでは、

2019 年～22 年の小売物価統計における全国平均

価格を参考に、化学肥料を用いて栽培されたじゃ

がいも(M サイズ)が１袋(800ｇ・4～6 個入り)当

たり 320 円で販売されていると設定しました。そ

の上で、「有機質肥料」や「下水汚泥肥料」を用

いて栽培されたじゃがいもの価格についてどの

ように感じるかを問いました(ただしサイズ・重

量・産地および肥料以外の生産資材は同じとしま

す) 。 

  その設問方法としては、上述したように各製品

がいくらから①「安いと感じる」、②「高いと感

じる」、③「高すぎて買わない」、④「安すぎて

買わない」かというものです。これら 4 種類の価

格のデータセットから、それぞれについて相対累

積度数を求め、ロジットモデルで回帰して得られ

た式で曲線を描き、その交点から評価指標を求め 

成果紹介
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図 1 下水汚泥肥料を利用した農産物に対する

価格評価 

 
たものを図 1 に示しました。この図から下水汚泥

肥料を用いたじゃがいもの受容価格帯は、180 円

(下限)から 422 円(上限)の間となっているので、

化学肥料を使用した場合と同水準の 320 円で販

売しても、消費者に受け入れられないことはあり

ません。しかし、当該商品につき｢安く｣も｢高く」

もないと考えられる妥当価格は 296 円と化学肥

料使用時の基準値 320 円を下回っていることが

示されました。 
 一方、同様の手順で有機質肥料使用時の受容価

格帯を求めたところ、下水汚泥肥料の場合より

上・下限とも高い 201 円～459 円の範囲となりま

した（図 2）。そして、有機質肥料を用いたじゃ

がいもに関しては、妥当価格も 334 円と基準値

320 円を上回っていることから、消費者はこの肥

料を用いて栽培したものに少なくとも化学肥料

を用いたものと同等かそれ以上の評価を下して

いることが分かります。 
 肥料に関する知識が増えると評価も高まる 

 これらの結果から、他の種類の肥料と比べて下

水汚泥肥料を使用して栽培した場合、消費者の評

価は低くなると言えます。ただし、これは一般的

な評価であって、消費者の多様な属性や価値観な

どを反映して、評価額に差が生じることは考えら

れます。そして実際、消費者の肥料に関する知識

の有無によって差が見られました。 
汚泥肥料について知識が有ると答えた者と知

識が無い者とを比較すると、後者については下水

汚泥肥料を用いた場合の妥当価格が一般的な化

学肥料を用いた場合の評価と同じ 296 円となり 

 
図 2 有機質肥料を利用した農産物に対する 

価格評価 

 

図 3 下水汚泥肥料に関する知識レベルと 

価格評価の関係 
 
ましたが、前者の場合は 314 円と化学肥料使用時

の基準値に近い金額となっていました(図 3)。こ

のことから、下水汚泥肥料が窒素やリン酸等の国

内資源の再利用に役立つものであることなど、そ

の意義についてより広く消費者に情報を提供し

ていくことが、需要拡大を図るうえで重要と考え

られます。 
 もっとも先行研究では科学的に安全と考えら

れているテクノロジーについても、情報提供のあ

り方によっては逆効果になる可能性が指摘され

ています。そのため今後、適切なリスクコミュニ

ケーションの取り組みに関する新しい研究が課

題と言えます。 
 
＊本稿の詳細は、森嶋輝也「下水汚泥肥料を利用した農

産物に対する消費者評価」フードシステム研究 31(4)、

pp.253-258 を参照。 

https://doi.org/10.5874/jfsr.24.31.4_12
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畑作における消化液施用と堆肥施用・化学肥料施用の関係 

―畑地型酪農地域・北海道 A 町の畑作経営を対象として― 

 

 畑作における消化液施用の評価に向けて、堆肥施用、化学肥料施用との関係についての実態を分析

しました。消化液施用は、長期的な地力向上に寄与する堆肥施用との代替性は弱い一方、必要窒素成

分量を満たし、化学肥料施用との代替性が存在するという実態が明らかになりました。 
 

芦田 敏文 （あしだ としふみ） 

農研機構・農村工学研究部門・資源利用研究領域・地域計画グループ・グループ長 

兵庫県生まれ 北海道大学大学院博士後期課程修了 博士（農学） 

専門分野は農業経営学 

 

 

 

研究背景と目的 
近年、北海道では、家畜糞尿処理の観点から畜

産バイオガス（BG）プラントの導入が進展して

います。しかし、メタン発酵後に生成される消化

液の最終処理が運営上の課題となっています。消

化液は窒素、リン酸、カリウムの肥料成分を含み、

ほ場への施用により最終処理されます。一方、

BG プラントに糞尿を搬入・処理している畜産経

営の農地のみに投入すると、過剰施用による環境

負荷が懸念されます。このため、地域内の畑作に

おける液肥利用の拡大が期待されます。化学肥料

施用量の代替により、畑作からの温室効果ガス排

出量削減効果のほか、肥料費削減による経営改善

効果も期待できます。 
畑作では、化学肥料のほか、堆肥やスラリーな

どの家畜糞尿由来の有機物が施用されますが、こ

れらと消化液施用との関係は明確ではありませ

ん。そこで本研究では、BG プラントが稼働中の

北海道十勝地方の A 町を対象に、畑作経営にお

ける消化液と牛糞堆肥・スラリー、および化学肥

料の施用実態を整理し、とくに窒素成分に着目し

て、投入における代替関係の有無を検討しました。 
 

対象地域の特徴 
A 町は、畑作、酪農がおよそ半々で構成されて

いる畑地型酪農地域です。このため畑作と酪農と

の間で麦稈と牛糞堆肥・スラリーの交換による連

携が行われてきました。BG プラントの稼働開始

により、牛糞堆肥やスラリーに加え、消化液が供

給されるようになりました。畑作経営へ数種類の

酪農糞尿由来の有機物が供給され、かつその供給

量が大きいことが対象地域の特徴といえます。  
 
有機物の肥効特性の整理 

牛糞堆肥・スラリー、消化液の肥効特性は、そ

れぞれが含有する有機態窒素、無機態窒素の割合

により特徴づけられます（表 1）。 
 

表 1 対象有機物の肥効特性 
有機物の 有機態窒素 肥効の 肥料換算

種類 の割合 特徴 係数(T-N)

牛糞堆肥 大 遅効性 0.2
消化液 小 速効性 0.4

牛糞スラリー 中間 中間 0.3  

 

 
有機物投入実態の分析結果 
 酪農糞尿由来の有機物施用の実態 

まず、A 町農協のコントラクター事業における

作業受託実績データから、スラリーと比較して堆

肥の施用実績量が格段に大きいことを確認しま

した。そこで、堆肥に着目し、A 町の畑作経営に

おける年次別の施用実績データを整理しました。

その結果、A 町の畑作経営の堆肥施用率は高い水

注：肥料換算係数（T-N）は、北海道農政部（2020）「北
海道施肥ガイド 2020」内の数値を引用。 

成果紹介
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準にあり、堆肥を毎年施用している経営が過半を

占める一方で、施用頻度が低い畑作経営も存在し

ており、畑作における堆肥の施用行動に経営差が

あることが確認できます（図）。 

 

図 対象地域畑作経営の牛糞堆肥施用頻度 

 
また、堆肥の時期別（麦跡、春、秋）の施用実

績データを整理すると、作物の播種・植え付け前

となる春施用の実績が最も少なく、このことは堆

肥の肥効特性を反映しているものと考えられま

す。 
 堆肥施用と土壌有機物蓄積 

A 町の畑作ほ場の土壌分析結果のデータを整

理したところ、土壌中の有機態窒素量は全町的に

大きく減肥の余地が大きいこと、また、畑作経営

の堆肥施用頻度が高いほど、ほ場の土壌の有機態

窒素が多い傾向が明らかになりました。つまり、

長期的な堆肥投入が A 町畑作ほ場の地力向上に

寄与していることが示唆されました。 
 消化液施用と堆肥施用の関係 
畑作経営における堆肥施用の頻度と、消化液施

用の有無には相関関係が認められず、畑作経営に

おける堆肥施用、消化液施用の代替性は弱いこと

が示唆されました。この結果は堆肥と消化液の肥

効特性の違いを反映していると考えられます。 
なお、一部の畑作経営では、麦稈との交換によ

り酪農経営から消化液が供給されるケースもあ

りました。つまり、酪農経営の家畜糞尿処理が

BG プラントで行われている場合、麦稈との交換

により畑作経営が入手できる有機物は消化液と

なります。このケースでは、別途、堆肥の調達・

投入がなければ、ほ場の地力が低下する可能性が

示唆されます。 
 消化液施用と化学肥料施用の関係 
小麦作に消化液を基肥施用する畑作経営を対

象に、消化液の基肥施用量と化学肥料の基肥施用

量を調査しました。対象 14 経営のうち 9 経営で

は化学肥料の基肥施用がありませんでした。これ

らの経営では小麦作の基肥施肥において、消化液

が化学肥料を完全に代替している実態を示して

います（表 2）。 
また、対象地域の BG プラント消化液の窒素成

分データを用いて、各畑作経営の小麦作基肥にお

ける 10a あたり施用窒素成分合計量を推計しま

した。この結果、推計された窒素成分合計量は、

すべての経営で小麦基肥への施肥標準量

（4kg/10a）を上回っていることを確認できまし

た。 
 
表 2 小麦作基肥に消化液を施用する畑作経営

の消化液施用量と化学肥料基肥施用量 

経 消化液 消化液 化学肥料 右 施用窒素

営 散布面積 散布量 基肥施用 施用量 成分合計

No. (ha) (t/10a) (kg/10a) (kg/10a)
1 10.9 3 ななしし － 4.2
2 9.4 5 ななしし － 7
3 8.7 4 ななしし － 5.6
4 8.4 4 ななしし － 5.6
5 7.2 3～4 ななしし － 4.2～5.6
6 6.8 4 ななしし － 5.6
7 5.1 5 ななしし － 7
8 4.2 5 燐安 22 10.9
9 3.1 5 ななしし － 7

10 2.9 4 尿素 10 10.2
11 2.9 3 配合肥料 50 8
12 2.5 4 燐安 35 11.7
13 2.0 5 燐安 20 10.5
14 2.0 5 ななしし － 7  

 
 

＊本稿の詳細は、芦田敏文・佐藤正衛・藤田直聡・荻野

曉史「畑作における消化液施用の評価に向けた有機物・

肥料投入実態の整理」農業経営研究、第 63 巻第 2 号、

pp.76-82 を参照。 

出所：2020 年度の消化液施用実績データ（A 町提供）、 
   2021 年産畑作経営別作業履歴（A 町農協提供）より

作成 
注：A 町・A プラントの消化液を 2020 年秋の小麦播種前に

施用した畑作経営をすべて抽出。また、窒素成分合計算
出のための消化液中の窒素成分量は 2007～2021年のAプ
ラントの消化液の T-N 最小値（1.4kg/t）を用いた。 

出所：畑作経営の堆肥施用実態データ（A 町農協提供）
より作成 

注：2012～2019 年の期間の各経営の堆肥施用年数を堆肥
施用頻度とした。データのうち家畜飼養がある経営（耕
畜複合経営）を除いた 102 経営を「畑作経営」として
集計した。 

https://doi.org/10.11300/fmsj.63.2_76
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スラリーインジェクターを用いた消化液の土中施用技術 
 

芦田 敏文 （あしだ としふみ） 

農研機構・農村工学研究部門・資源利用研究領域・地域計画グループ・グループ長 

兵庫県生まれ 北海道大学大学院博士後期課程修了 博士（農学） 

専門分野は農業経営学 

 

 

 令和 3～7 年度に実施した農林水産研究推進事

業「脱炭素型農業実現のためのパイロット研究プ

ロジェクト」において、畜産バイオガスプラント

でメタン発酵残渣として発生する消化液を土中

施用するための安価なスラリーインジェクター

を開発し、現地実証を行いました。 
わが国では酪農経営の多頭化が進行し、とくに

専業酪農経営が多い北海道では乳用牛飼養経営

の平均飼養頭数は 147 頭と、都府県の 63 頭と比

較して多頭化の進行が顕著です（2020 年センサ

ス）。多頭化により牛舎形態がフリーストールに

なると、家畜のふんは尿と混合したスラリー状で

牛舎から排出されるため、堆肥化が困難となりま

す。畜産バイオガスプラントは、このふん尿スラ

リーのメタン発酵により CH4 を再生可能エネル

ギーとして生みだす施設です。大規模酪農におけ

る家畜ふん尿処理問題の解決にもつながるため、

多頭化が進む北海道において、大規模な集中型プ

ラントの建設が進んでいます。 
一方でメタン発酵後の残渣として、投入スラリ

ーとほぼ同量の消化液が発生します。消化液は、

窒素・リン酸・カリウムといった肥料 3 要素を成

分として含み、その窒素成分の過半は速効性を持

つアンモニア態窒素であることから、化学肥料の

代替として利用することができます。 
 北海道十勝管内の畑地型酪農地域で運用され

ている集中型畜産バイオガスプラントでは、消化

液は大型トラクターに装着したスラリータンカ

ーでほ場まで運搬され、プラントでふん尿を処理

している酪農経営の飼料作ほ場だけではなく、畑

作経営のほ場にも消化液が施用されています。そ

の際、タンカーに装着されたスプレッダーから直

接ほ場表面に施用されます（表面施用）。 

そのような消化液の表面施用においては、消化

液に含まれるアンモニア態窒素が NH3 として土

壌表面から揮散し、揮散分の肥料成分が栽培土壌

から失われてしまいます。さらに、揮散時に特有

のアンモニア臭が発生します。 
 スラリーインジェクターを用いた土中施用は、

表面施用と比較して、消化液施用時の NH3 揮散

量を削減することができます。開発機は、トラク

ターと既存のスラリータンカーの間に挟むよう

に接続して利用します（写真）。既存のタンカー

を援用することで技術導入コストの削減を実現

しました。 
 現地実証試験では、上述した NH3 揮散量の削

減を実証したほか、技術普及に向け、消化液の土

中施用の肥効を評価し、施肥基準への反映を目指

しました。 
 畑作における消化液の土中施用の普及に向け

てネックとなるのは、現行の表面施用より作業時

間を要することです。実証地域では、消化液施用

作業を農業経営側ではなく、経営外部のプラント

利用組合に委託する体制をとっています。土中施

用を組み込んだ消化液の効率的な施用体制の検

討・確立が普及に向けた課題となります。 
 
 
 
 
 
 
 

写真 スラリーインジェクター大型機 

提供：農研機構 農村工学研究部門 資源利用研究領域 資
源循環活用グループ 中村真人グループ長 

ススススララララリリリリーーーータタタタンンンンカカカカーーーー    

イイイインンンンジジジジェェェェ    
ククククタタタターーーー    

トトトトララララククククタタタターーーー    

技術情報



11

 

農業用ヒートポンプ 

 

渡邉 真由美 （わたなべ まゆみ） 

農研機構・農村工学研究部門・資源利用研究領域・地域計画グループ 主任研究員 

秋田県生まれ 秋田県立大学大学院博士後期課程修了 

専門分野は農業経営学 

 

 
農業用ヒートポンプは、大気、地中、水路など

自然界に存在する熱を電気の力で集め、ビニール

ハウスなどの冷暖房や除湿に利用する技術です。

エアコンやエコキュート（給湯器）と基本的に同

じの仕組みです。 
寒い日にどこかで石油ストーブを使っている

と、灯油が燃える臭いが漂ってきます。石油スト

ーブは、燃料を燃焼させて新たに熱を作って使う

装置です。一方、ヒートポンプはストーブとは違

い、新たに熱を作るのではなく、既存の熱を移動

させて利用します。先に述べたように、自然界の

熱を活用できるので、欧州では再生可能エネルギ

ーとして位置づけられています。 
ヒートポンプを動かすエネルギーには、主に電

気が使われます。ただし、この電気は、熱を「作

る」ためではなく、「運ぶため」に使用されます。

また、使用するエネルギー（電気）以上のエネル

ギー（熱）を得ることができます。他方、燃料を

燃やして熱を作るストーブでは、燃料の持つエネ

ルギーより大きな熱を得ることはできません

（図）。 

図 石油ストーブとヒートポンプの比較 

今日、農業分野においても加温時における燃油

の燃焼から生じる温室効果ガスの排出量削減が

求められています。しかし、環境制御により作期

を調整する施設園芸では、収量を確保するために

加温が必要です。ヒートポンプは燃油の使用量と

温室効果ガスを削減する技術として注目されて

います。 
期待されている技術であるものの、①設備が高

価であること、②気温が 0℃前後になるとヒート

ポンプ内の霜取り運転が作動し、その間は暖房能

力が低下すること、③電力契約の変更により、基

本料金が上昇する場合があること、④燃油暖房機

と比べて温度の上昇特性が異なることといった

課題があります。これらの理由から、新規導入や

設備更新をためらう農業経営体も存在します。  
農村工学研究部門では、霜取り運転の問題や地

域にあるエネルギーを最大限に利用する観点か

ら、ヒートポンプ技術の研究・開発に取り組んで

います。具体的には、用水路を流れる水から熱を

取り出して冷暖房に利用する「流水熱ヒートポン

プ」、中間の熱交換器を介さず熱源と直接熱交換

することで、省エネ性に優れる「直膨式ヒートポ

ンプ」、日中に生じる太陽光発電の余剰電力を使

って空気から冷熱や温熱を取り出して田畑に蓄

え、その熱を夜間に利用する「蓄熱式ヒートポン

プ」を研究しています。 
実証試験を通じて、霜取り運転の解消や燃油使

用量の大幅な削減といった効果が確認されてい

ます。費用面や地域の気候、地下水や農業用水の

使いやすさの違いなどから、それぞれの地域や農

業経営体に適した技術の選択ができるような体

制づくりが求められます。 

技術情報
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地域ぐるみで学び、伝える有機農業と地域の魅力 
 

若林 勝史 （わかばやし かつふみ） 

農研機構・西日本農業研究センター・中山間水田利用研究領域・グループ長 

愛知県生まれ 筑波大学大学院修士取得退学 博士（農学） 

専門分野は農業経営学、農業経済学 

 

 

 
有機農業と生物多様性を伝える取組 

有機農業は、生きもの豊かな環境づくりに大き

く貢献することが知られています。農研機構では、

有機農業の生物多様性保全効果の見える化を研

究するとともに、地域の生産者と連携し、その効

果を店頭で紹介することで、消費者に有機農業や

生物多様性への理解を深めてもらう取組を進め

てきました（農業経営通信 No.296、pp.6-7）。 
こうした生産者と消費者をつなぐ取組から、さ

らに地域ぐるみの活動へ広げるため、令和 7 年度、

広島県三次市の君田小学校において、地域住民や

企業の方々と連携した総合学習を実施しました。 
 

総合学習「コメコメ大作戦」 
総合学習には 5・6 年生の児童 10 名が参加しま

した。活動のゴールは、有機農業や地域の魅力を

自ら発見し、その価値を消費者に伝えることです。

また、その趣旨に賛同し、地元の生産者である安

田農産のほか、君田の自治会や集落の方、さらに

は無印良品フレスポ三次プラザ、三次市役所の方

など多くの方に参画いただきました。 
総合学習では、まず君田小学校の OB でもある

安田農産の安田さんから農業や地域への思いを

聞きました。それを踏まえて、児童たちは「自分

たちに何ができるか」を話し合い、本プロジェク

トを「コメコメ大作戦」と名付けてスタートしま

した。 
5 月にはアイガモロボ（教育版）を使ったプロ

グラミング体験、7 月には有機栽培と慣行栽培の

水田で生きもの調査を実施しました。児童たちは

実際に田んぼに入り、様々な生きものを確認しな

がら、有機農業が自然環境に与える影響を学びま

した。さらに 9 月には米の収穫体験に加え、有機

栽培と慣行栽培のお米の収量調査や食味比較も

実施しました。環境だけでなく、収量や栽培面の

難しさについても考える機会となりました。 
こうした学習を重ねるなかで、児童たちは地域

の魅力である自然の豊かさと環境に配慮した農

業の大切さを考え、さらに地域の方や無印良品の

スタッフから助言を受けながら、「どうすれば相

手に伝わるか」を検討し、自分たちの言葉で発信

する内容をまとめていきました。 
 
子どもたちの学びを通じて広がる輪 

11 月、無印良品フレスポ三次プラザの店舗で

学習成果発表会を行い、ひとりひとりが学んだこ

と、感じたことを発表するとともに、児童らの発

案で制作したテーマソング「ぼくたちは伝えたい」

を発表しました。さらに、児童たちは来店者への

説明や接客にも挑戦し、有機農業や地域の魅力を

自ら伝え、用意したお米をすべて完売しました。

子どもたちの学びは、来店者やサポートいただい

た地域の方にとっても農業や環境、地域の魅力を

見つめ直す機会となりました。 
 

 
総合学習「コメコメ大作戦」の様子 

総合学習の詳細は、農研機構西日本農業研究センター

HP（①、②）、無印良品フレスポ三次プラザ店舗ブログ

（①、②、③、④、⑤、⑥）でも紹介しています。 

現地便り

https://fmrp.rad.naro.go.jp/AMR/dl_files/agrimanagment_No.296.pdf
https://www.naro.go.jp/project/research_activities/laboratory/warc/172703.html
https://www.naro.go.jp/project/research_activities/laboratory/warc/169979.html
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/events/1635786
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/areainfo/1628462
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/areainfo/1619733
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/areainfo/1619733
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/areainfo/1618949
https://www.muji.com/jp/ja/shop/046699/articles/events-and-areainfo/areainfo/1606675
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　今号では、中日本農業研究センターの善林所長よ
り巻頭言をいただきました。今回の巻頭言では、農
業経営の持続性や担い手の育成などの研究課題に加
えて、営農によって維持されている「自然資本」、
すなわち、農業が有する多面的機能の価値を定量的
に評価、そして、見える化し、今後の社会的な理解
や合意形成につなげていくことが社会科学分野の研
究者に求められている使命といえるのではないかと
のご指摘いただきました。
　今号の成果紹介のコーナーでは、中山間地におけ
る有機茶園が生き残りのために、平地における大規
模産地と異なる新たな流通・販売経路を確保してい
ることを特定した中丸さんの成果、そして、近年、
有機 JAS マークの表示が可能となり、海外への輸出
などで注目されている有機日本酒の生産と販売の現
段階をヒアリング調査によって明らかにした大學さ
んの成果についてご紹介いただきました。また、肥
料資源としての活用が期待されている下水汚泥を用
いて栽培した農産物の価格に対する消費者アンケー
トのデータを解析することで消費者の理解を深める
ためには適切な情報提供が有効であることを示した
森嶋さんの成果、さらに、畜産バイオマスプラント

の副産物である消化液は、地力向上用途ではなく、
速効性をねらう化学肥料の代替肥料として利用され
ていることを示した芦田さんの成果についてご紹介
いただきました。技術紹介のコーナーでは、その消
化液をスラリーインジェクターで土中に施用する技
術について、また、ビニールハウスなどの施設園芸
で冷暖房や除湿を行うための化石燃料消費量を削減
できる農業用ヒートポンプについて、それぞれ芦田
さんと渡邉さんにご説明いただきました。現地便り
のコーナーでは、広島県三次市において、小学生を
対象に有機農業や生物多様性への理解を深めてもら
うために、地域住民や企業と連携して実施した総合
学習の取り組みについて若林さんにご紹介いただき
ました。
　巻頭言でもご指摘いただいた、農業による生物多
様性の保全効果、そして、水田が有する洪水防止機
能や水源かん養機能など、農業・農村が有する「自
然資本」の価値を評価し、厳しい現状を打開しうる
施策につなげていくためにも、社会全体を俯瞰する
マクロな視点を忘れず日々の研究に取り組んでいき
たいと思います。

（中島 隆博）

編集後記




